様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　２０２４年１月３１日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）　にっぽんそうだかぶしきがいしゃ
一般事業主の氏名又は名称 　日本曹達株式会社
（ふりがな）　 あが　えいじ   
（法人の場合）代表者の氏名  阿賀 英司  印  
住所　〒100-7010
東京都千代田区丸の内二丁目7番2号
法人番号　1010001008833　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	A 日本曹達グループ長期ビジョン「かがくで､かがやく｡2030」
B 日本曹達DXビジョン「デジタルで、かがやく」


	公表日
	A 2020年5月19日
B 2023年10月5日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	A 当社ホームページ・ニュースリリース
社会的課題と日本曹達のミッション(価値創造プロセス)・P.10～15
https://ssl4.eir-parts.net/doc/4041/ir_material/139647/00.pdf

「かがくで、かがやく。2030」：事業戦略・P.19
https://ssl4.eir-parts.net/doc/4041/ir_material/139647/00.pdf

B 当社ホームページ・ニュースリリース
02 DXビジョン3つの改革・P.3
https://ssl4.eir-parts.net/doc/4041/ir_material3/215126/00.pdf


	記載内容抜粋
	■A 社会的課題と日本曹達のミッション P.10～15
当社グループは、「さまざまな化学製品・サービスをアグリカルチャー、ヘルスケア、環境、ICT分野に届けることで、人々の暮らしを支える」事をビジョンとし、「新たな価値を化学の力で創造し、『社会への貢献』を通じ『企業価値の向上』を実現する」事をミッションとしている。
[bookmark: _Hlk156817672]ミッション達成のための基本戦略として、「ROIを重視した 成長投資と徹底した構造改革により、高効率な事業構造（～利益効率を二倍以上に～）に変革していく」ことを掲げている。
[bookmark: _Hlk156812891]また、基本戦略遂行にあたっての主要課題として「コスト競争力強化・効率化」、「海外事業の拡大」、「新製品の開発促進と新規事業への進出」をあげている。

■A 「かがくで、かがやく。2030」：事業戦略  P.19
基本戦略を遂行するための事業戦略のなかで、各事業部門におけるデジタルトランスフォーメーションの実施、及びIT基盤のグループ共通化、デジタライゼーションの推進を掲げている。

■B 02 DXビジョン3つの改革・P.3
[bookmark: _Hlk156811636]長期ビジョンにおける基本戦略と主要課題に対して、基本戦略を遂行するために各事業部門におけるデジタル化の推進を掲げている。
生産改革においては、生産年齢人口の減少を見据えた、生産プロセスの効率化と最適生産体制の構築を目的とした「集中計装室設置に向けた環境整備」「生産プロセス効率化」、研究改革においては、顧客ニーズを踏まえたスピーディな研究開発と技術の高度化を目的とした「中核技術の高度化に向けた取り組み」「データサイエンスの取り組み強化」、業務改革においては、デジタル技術の活用による抜本的な改革の実行を目的とした「DX推進の基盤構築」「業務効率化」を定義している。
※グループとしてのDX推進方針に基づき、当社(日本曹達株式会社)の具体的な取組を説明するものである。


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会決議をもとにした内容である。




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	A 日本曹達グループ長期ビジョン「かがくで､かがやく｡2030」
B 日本曹達DXビジョン「デジタルで、かがやく」
C 統合報告書2022


	公表日
	A 2020年5月19日
B 2023年10月5日
C 2022年10月27日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	A 当社ホームページ・ニュースリリース
「かがくで、かがやく。2030」：事業戦略・P.19
https://ssl4.eir-parts.net/doc/4041/ir_material/139647/00.pdf

B 当社ホームページ・ニュースリリース
02 DXビジョン3つの改革・P.3～P.5
https://ssl4.eir-parts.net/doc/4041/ir_material3/215126/00.pdf

C 当社ホームページ・ニュースリリース
・column：AIやデジタル技術を活用した新製品の早期開発、生産プロセスの効率化へ・ P.13
・社長メッセージ：企業価値向上に向けた基盤固めを推進・P16
・社長メッセージ：将来のありたい姿に向けた成長戦略および展望・P18
https://ssl4.eir-parts.net/doc/4041/ir_material_for_fiscal_ym6/125021/00.pdf


	記載内容抜粋
	■A 事業戦略 P.19
研究･生産･管理部門において、デジタルトランスフォーメーションの実施、及びIT基盤のグループ共通化、デジタライゼーションの推進を掲げている。

■B 「02 DXビジョン3つの改革」P.3
DXビジョン3つの改革で掲げた事業毎に、以下の戦略を公表し、各事業部門におけるデジタルトランスフォーメーションの実施、
及びIT基盤のグループ共通化、デジタライゼーションを推進する。
①生産改革
　①-1 集中計装室設置に向けた環境整備
　　・デジタル技術の活用による現場オペレーションの革新
　　・技術伝承の円滑な推進
　①-2生産プロセス効率化
　　・IoT(Internet of Things)の導入検討
　　・ビッグデータの活用による最適生産・予防保全の推進
②研究改革
　②-1中核技術の高度化に向けた取り組み
　　・研究技術戦略の着実な遂行
　　・AI・MI技術の開発と高度化
　②-2データサイエンスの取り組み強化
　　・徹底的な実験記録のデジタル化
　　・革新的なデータ活用による研究効率化
③業務改革
　③-1DX推進の基盤構築
　　・基幹システム刷新を含むデジタル情報基盤の構築
　　・全社員に向けたDX教育による人的基盤の構築
　　・情報セキュリティの強化推進
　③-2業務効率化
　　・全業務の徹底的な構造改革
　　・情報共有基盤のグループ展開
　　・業務の統合センター化

■C column：AIやデジタル技術を活用した新製品の早期開発、生産プロセスの効率化へ P.13
研究開発においては、AIワーキンググループが中心となり、データサイエンスを強化し、 マテリアルズ・インフォマティクスや プロセス・インフォマティクスを導入して、 研究開発を効率的に進める体制づくりを目指しています。
また、生産技術においては作業の合理化、 省力化、安全安定操業につながる仕組みづくりに取り組んでおり、これらの技術に対応できるAI人材の育成も進めていきます。 将来的には、操業上の合理化・省力化に向けた取り組みも見据えています。

※グループとしてのDX推進方針に基づき、当社(日本曹達株式会社)の具体的な取組を説明するものである。


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会決議をもとにした内容である。




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	B1) 当社ホームページ・ニュースリリース
日本曹達DXビジョン「デジタルで、かがやく」
03 DX推進体制・P.4
https://ssl4.eir-parts.net/doc/4041/ir_material3/215126/00.pdf

C1-1) 当社ホームページ・ニュースリリース
・社長メッセージ：企業価値向上に向けた基盤固めを推進・P16
https://ssl4.eir-parts.net/doc/4041/ir_material_for_fiscal_ym6/125021/00.pdf

C1-2) 当社ホームページ・ニュースリリース
・社長メッセージ：将来のありたい姿に向けた成長戦略および展望・P18
https://ssl4.eir-parts.net/doc/4041/ir_material_for_fiscal_ym6/125021/00.pdf


	記載内容抜粋
	■B1) DX推進体制
経営トップ及び経営層を陣頭に、デジタル推進部・経営企画部が全社のDX施策を俯瞰する形で戦略を立案し、各部門が従来業務の延長線にある概念を一旦白紙にして、「例外」や「聖域」なく社内全域で企画・推進する体制とする。

■C1-1) 社長メッセージ
マテリアルズ・インフォマティクスなどデータサイエンスの取り組み推進に向け、最新技術の習得と活用、推進を担う人材育成および研究開発のデジタル化に向けて戦略を実行中です。

■C1-2) 社長メッセージ
データサイエンスの取り組みに向け、最新技術の習得と活用、デジタル化推進を担う人材育成や、研究開発のデジタル化に向けても取り組んでいく。




　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	B2) 当社ホームページ・ニュースリリース
日本曹達DXビジョン「デジタルで、かがやく」
04 ITシステムの整備に向けた方策・P.5
https://ssl4.eir-parts.net/doc/4041/ir_material3/215126/00.pdf

C2) 当社ホームページ・ニュースリリース
統合報告書2022
column：AIやデジタル技術を活用した新製品の早期開発、生産プロセスの効率化へ・ P.13
https://ssl4.eir-parts.net/doc/4041/ir_material_for_fiscal_ym6/125021/00.pdf


	記載内容抜粋
	■B2) ITシステムの整備に向けた方策
DXビジョン三つの改革を推進するためのデジタル技術活用環境を統合整備することを掲げている。
「パブリッククラウドへの移行」「DaaS基盤の見直し 」「SaaSを活用したグループ情報共有基盤の展開」などのSaaS活用を前提として、生産改革においては「工場内通信環境の整備徹底」「全オペレーターへのモバイル端末配布＆活用による生産オペレーション革新」「現場機器、計器からのデータ収集基盤の構築」、研究改革においては「全研究員への電子実験ノート導入」「マテリアルズ・インフォマティクスによる開発プロセスの確認」「生成系AIなどの利用によるAI活用領域拡大」、業務改革においては「基幹業務システムの革新（新世代パッケージシステム導入）」「BIツールの利用拡大によるデータ活用の革新」「全社員のITリテラシー向上及びサイバーセキュリティ対策の強化」を方策として掲げている。

■C2) column AIやデジタル技術を活用した新製品の早期開発、生産プロセスの効率化へ
・AIやデジタル技術を活用した新製品の早期開発、生産プロセスの効率化へ
AI(人工知能)や機械学習を利用し、 研究開発の効率化、 新製品開発のスピード向上、さらには生産の安全・安定操業のため、 デジタルトランスフォーメーション(DX) を進めています。
研究開発においては、AIワーキンググループが中心となり、データサイエンスを強化し、 マテリアルズ・インフォマティクスや プロセス・インフォマティクスを導入して、 研究開発を効率的に進める体制づくりを目指しています。
また、生産技術においては作業の合理化、 省力化、安全安定操業につながる仕組みづくりに取り組んでおり、これらの技術に対応できるAI人材の育成も進めていきます。 将来的には、操業上の合理化・省力化に向けた取り組みも見据えています。




(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	日本曹達DXビジョン「デジタルで、かがやく」


	公表日
	2023年10月5日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ・ニュースリリース
02 DXビジョン3つの改革・P.3
04 ITシステムの整備に向けた方策・P.5　
https://ssl4.eir-parts.net/doc/4041/ir_material3/215126/00.pdf


	記載内容抜粋
	日本曹達DXビジョン「デジタルで、かがやく」において、生産、研究、業務の三つの改革の実行を提示し、改革実現のために、各改革ごとに以下の目標を設定した。
・生産改革：デジタル技術の活用により効率化された生産プロセスの件数　
・研究改革：電子実験ノートの導入数
・業務改革：新世代パッケージシステム導入による運用コスト、ＤＸ推進を担う人材の育成人数




(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2022年10月27日


	発信方法
	統合報告書2022
https://ssl4.eir-parts.net/doc/4041/ir_material_for_fiscal_ym6/125021/00.pdf


	発信内容
	■社長メッセージ P.16
中核技術の育成・確立に関しては、マテリアルズ・インフォマティクスなどデータサイエンスの取り組み推進に向け、最新技術の習得と活用、推進を担う人材育成および研究開発のデジタル化に向けて戦略を実行中である。

■社長メッセージ P.18
企業価値を高める事業戦略として、デジタルトランスフォーメーション(DX)戦略にも着手。2022年5月に二本木工場内に生産技術研究棟を新設し、AI(人工知能)やCAE(Computer Aided Engineering)の最新設備を導入。コンピューターシミュレーションを駆使した最適生産モデルの把握を進めるとともに、技術やノウハウを蓄積して当社の生産拠点に展開していく。




　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2023年3月頃　～　2023年4月頃


	実施内容
	DX推進指標による自己分析を行い、IPAの自己診断結果入力サイトに入力済。
(管理番号202304AH00005150)



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　2018年10月頃　～　継続実施中


	実施内容
	当社は会社が保有する情報資産の適切な管理ならびに保護を経営の重要課題と位置づけ、情報システム部門担当役員を統括責任者として、情報セキュリティマネジメントを推進している。情報セキュリティポリシーなどの社内規定の整備に加え、情報システムの適切な使用について、「日曹グループ行動規範」に謳うことで、情報資産の重要性に対する意識を高める取り組みを行っている。また、外部からのウイルス感染を想定した不審メールへの対応訓練をグループ各社にも展開するなど、当社グループ全体の情報セキュリティ管理体制を強化している。

以下、直近の取り組み抜粋
・情報セキュリティ監査基準（平成15 年経済産業省告示第114 号）に基づき、外部ベンダーによるセキュリティ監査を実施。（2023年7月）
・情報セキュリティアセスメント実施（2023年７～9月）

※グループとしてのセキュリティマネジメント方針に基づき、当社(日本曹達株式会社)の具体的な取組を説明するものである。
[bookmark: _GoBack]



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

